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1．はじめに

【行為体間の権力関係の変化】

　本論文の目的は、現在、EU で策定され始め

た「マクロリージョン戦略（EU Macro-region 

Strategy）」を政治地理学の概念「スケール」の

観点から検証し、新たな EU 公式的政治スケール

としての「マクロリージョン」設定を巡って繰り

広げられる「行為体間の権力関係の変化」を明ら

かにすることにある 1。特に、本論文では、これ

まで本学会で“サブリージョン”の名称で議論さ

れてきた政治領域と、今回、分析の対象とする“マ

クロリージョン”戦略領域の「何が同じで何が違

うのか」を明らかにしながら、マクロリージョン

戦略登場の意味を検討し、領域政治の変化とそれ

に伴う権力関係変化を整理したい。

　山﨑が「グローバルあるいはローカルなスケー

ルと政治 2」で議論を展開しているように、「地理

と権力の問題」を政治的ダイナミズムの中で明ら

かにするには、スケール間の権力構造に変化をも

たらす“再スケール化 3”の分析概念を援用する

ことが有効である。この観点から考えると、EU

領域において“再スケール化”を通じて生み出さ

れた各「マクロリージョン政治空間」は、「政策

容器として、その領域を民主主義的手続きに則っ

て任された領域的行為体」の不在から、領域的行

為体同士に“一種のアナーキー状態”を発生させ、

それぞれの領域に「新しいガバナンス様式 4」を

生み出す必要を生じさせていると言えよう 5。こ

のアナーキーは、EU 地域政策分野などに発生し

ている「領域的行為体の混沌」であり、超国家

機関システム・国家政府システム・地方政府シ

ステムの“マルチレベルガバナンス（Multi-level 

Governance：以下、MLG）”によって処理しき

れない「スケール」と「スケール」の間に空い

た「新しい挟空間のガバナンス」の萌芽である 6。

Marston が「社会存在とネットワークを水平に見

るべきである」と国家再スケール化分析枠組みに

対して行った批判は、“新しい政治の現場”とし

て登場したマクロリージョンレベルのスケールを

考察するとき示唆に富む。マクロリージョン戦略

の政策決定プロセスでは、領域的統治行為体の存

在はマトリョーシカのような入れ子状ではなく、

また、それら行為体のネットワークも階層的には

なっていない。

　筆者は、これまで、このような水平的な新しい

政治決定メカニズムを分析する用具として、「ク

ロススケールガバナンスモデル」を設定し、こ

の新しいスケールでの領域政治分析をも試みて

きた。本論文では、このモデルの詳細な再議論
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は控え、このモデルにマクロリージョン戦略を

あてはめる事前の整理として、バルト海戦略

（EU Strategy for the Baltic Sea Region：以下、

EUSBSR）の策定過程を検証しながら、「行為体

間の権力変化とねじれ」を明らかにしたい 7。

【大惨事と権力関係の変化】

　ここで、EUSBSR の議論を全面展開する前に、

3 月 11 日の東日本大震災に関して、この『北東ア

ジア地域研究』誌の本論文が、「スケール間の政治8」

のテーマ設定で、復興施策への枠組み提供の貢献

を目指していることにも一言触れておきたい。安

否の確認さえままならない状況と日々の生活さえ

立ちゆかない東日本の未曾有の大震災を目の当た

りにし、北東アジア学会、そして、自らの研究の

意義を個々の研究者が問われている。今、どうす

れば、3.11 以降のこの一隅を照らすことができる

のか、その問いは、あらゆる事象を見聞きした後

でなければ口を開くことがはばかられるほど、ペ

ンを持つ者に、重く、鋭く突き刺さる。本論文も、

また、そのような問いから無関係ではいられない。

その意味で、この論文の筆を東日本大震災から説

き起こし、本論文の趣旨である「新しい政策容器」

の検証に入っていくことを了解いただきたい。

　2011 年 4 月 23 日に開催された政府の復興構想

会議で、宮城県村井嘉浩知事が、国と岩手・宮

城・福島 3 県および被災した市町の参加する「復

興広域機構」の設立を提案した。これは、東日本

大震災で被害が甚大であった地域の復興を、効率

を高めて進めるためである。今後の動向を見極め

ねばならないが、もし、この構想が実現化し、復

興特区的な広域行政が法的・財政的に支援されれ

ば、この構想は、今後、北東アジアにおける「領

域的行為体間の調整様式」のモデルとなる可能性

を秘めている。地方政府の情報理論武装・政策

コーディネート力・国際社会への発信力を同時並

行的に高めていくことが課題であるが、「国内政

治空間」とはいえ、真の意味で「地方政府」が「新

しい政策容器」の提案とその後に発生する「新し

いガバナンス」を主導する画期的提言と考えられ

る。これまでも、道州制の流れの中で、青森・岩

手・秋田の 3 県による北東北広域連携構想「北東

北グランドデザイン」のように、東北地域にも、

“県”という既存行政区域にすべての機能を整備

する「フルセット主義 9」から脱却する試みの萌

芽はあった。しかし、これらの構想は、それをと

りまとめた地方政府が、中央集権的国家政府ヒエ

ラルキーに取り込まれたままで、機構化には至っ

ておらず、今回のこの新しい「機能包括的リージョ

ン」の試みとは一線を画する。

　“県”という地域スケールを脱却し、領域的行

為体にとって水平的な活動領域として被災市町村

を横断的に網羅する「政策容器」を用意する点

で村井提言は新しい。この現場では、「被ばく都

市としての広島市」や「静脈産業の発信基地と

しての北九州市」のように世界への発信力を備

えた一握りの地方政府だけではなく、YouTube

への英語翻訳付き投稿によって「市民困窮の実

情」を知らしめ、「2011 年世界でもっとも影響力

のある 100 人（The 2011 TIME 100，the most 

influential people in the world）」に選ばれた南相

馬市桜井勝延市長 10 のように、国家政府・県政府・

市町村政府のヒエラルキーを国際的影響力の点で

も崩すことが可能となった時代の後押しもある。

　今回の提言は、地方政府の悲痛な叫びから発せ

られ、「待ったなし」の政治課題解決のために、

真の意味での「ヘテラルキー的政治空間」におい

て地方政府が自らの政治的パワーを獲得する端緒

となる可能性がある。このような現状も念頭に置

きながら、その理論的概念としてのスケールと、

スケール間の政治の議論を進め、災害復興への学

術的貢献としたい。　

【本論文の構成】

　本論文では、第 2 節で、まず、本論文が“再ス

ケール化”についてどのような立場をとるか明ら
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かにし、続いて、一般的に「サブリージョン」と

呼ばれてきた領域が EU 地域政策において「マク

ロリージョン」と呼ばれるようになった経緯を検

証する。それらを踏まえて、第 3 節で、現在、策

定済みの EUSBSR について概略を説明し、マク

ロリージョン戦略とは何かを掌握する。ただし、

EUSBSR の細かいプロジェクト群についての検

証は、紙面の関係で別の機会に譲りたい。第 4 節

では EUSBSR の草案から確定稿までのプロセス

で、どのように内容が変更されていったかを検討

し、スケールの政治が、このマクロリージョンに

関してどのように展開されたかを検証する。第 5

節では、第 4 節の議論をベースに、このマクロリー

ジョン呼称の意味を、政治地理学のスケール概念

を援用しながらサブリージョンとの比較の中で議

論する。最後に第 6 節で、マクロリージョン戦略

としてバルト戦略の孕む問題点を明らかにし、ス

ケール間の政治によってこの領域政治の何が変

わったのか結論づけたい 11。

 ２．サブリージョン・マクロリージョン

【国家による再スケール化】

　これまで、北東アジア学会は当初の学会名称「環

日本海学会」からもわかるように、国家領域を超

える事象を研究対象の中心に置いてきた。国際政

治空間・国際経済空間・国際社会空間としての環

日本海地域に着目し、ミクロリージョンやサブ

リージョンの研究を重ねることを通じて、国家を

相対化する“再スケール化”の理論・事例研究を

蓄積してきたとも言えよう 12。その後、進化経済

学会などミクロリージョン研究を自らの学術領域

に取り入れながら事例研究を進める研究グループ

も登場し、現在では、地域社会学会が「リスケー

リング」を年次研究テーマとして設定するなど、

事例についても分析枠組みについても、議論の広

がりと深まりを見せている 13。

　ここまで、本論文では、2008 年論文「リージョ

ンへの政治地理学的再接近：スケール概念による

空間の混沌整理の試み」の時と同様、「再スケー

ル化」の用語を扱うとき付けられる“修飾語”を

あえて省いてきた。通常、再スケール化とは、国

家によって処理されたウェストファリア的政治空

間がスケールの観点から再編されるプロセスや事

象のことを指し、「国家」の修飾語を付け、「国家

再スケール化」と呼ばれる。Swyngedouw が指

摘するように、国家再スケール化と個々のスケー

ルのガバナンスをどう連接していくのかが、国家

と市民社会、あるいは国家権力と市民の関係を再

構築し再規定していく 14。これは地域社会学会が

年次テーマとする、国家と地域社会の関係変化を

スケール概念を援用して読み解く方法論である。

　しかし、現在、EU で進行しているマクロリー

ジョンレベルの EU 機能包括的政策容器の創成と

ガバナンスの規範形成は、単なる「国家再スケー

ル化」とは異なる様相を呈している。2000 年拙

著『国際的行為体とアイデンティティの変容』第

9 章で予見したように、“EU 共通政策”の不具合

は“地域別政策”、特に北海地域やバルト海地域

のような、国家領域ではない「新しい政策容器」

によって補完されるようになった。共通漁業政策

を例にとると、排他的権限領域として「国家レベ

ル」から「超国家レベル」に政策権限のスケール

が移ったものの、漁獲制限決定などの現実的な解

決方法として、「北海地域」や「バルト海地域」

レベルに諮問をかけ、実質的には、そのスケール

の“政治力”が政策決定に大きな影響力を持ち始

めている。それは、既にこの事象が登場する前に

国家再スケール化が進展し、その後、EU 地域政

策などで国家スケールから超国家スケールに吸収

された政策権限を、新たに設けたマクロリージョ

ンレベルに再々度移動させているからである。こ

の現象は、「超国家領域再スケール化」であり、

もはや単純に「国家再スケール化」とは呼べない。

すなわち、国家が機能的に再スケール化によって

権限を奪われている受動的行為ではなく、国家が
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「超国家」「国家」「地方」の権限領域の再編を実

施する再スケール化を主導する新しい形であると

も考えられる。あえて言うならば、本論文での再

スケール化は“領域性の再スケール化（Re-scaling 

of territoriality15）”と呼ぶ方が適切であろう。こ

の領域性の再スケール化では、森が、環境保全と

空間再編成の論文で「多様な主体が異なった空間

スケールで形成する錯綜した相互作用が介在す

る 16」と指摘するように、スケール間の相互作用

に着目し分析を進めることが肝要となる 17。

【サブリージョンとマクロリージョン】

　「国家による国際政治空間の処理 18」の問題は、

既に、拙稿「リージョンへの政治地理学的再接

近：スケール概念による空間の混沌整理の試み」

（『北東アジア地域研究』第 14 号、2008 年、1-20

頁）で議論したので、ここで詳細には触れないが、

Paasi らの政治地理学的議論を参考にしながら得

られたその折の結論として以下があげられる。あ

るスケールが衰退することは「それに適応する政

治的権力の衰退」をしばしば意味し、また、新し

いスケールの登場がそれに適応する「新しい政治

権力の誕生」や新しいアイデンティティを確立し

た「古い行為体の再生」を意味する可能性であ

る 19。ここに再スケール化を通じて発生した新し

いガバナンスと、そこでの行為体間の権力関係の

変化を読み解く必要が生じる。そのような挟空間

のスケールで繰り広げられるガバナンスにおいて

は、地方政府のような領域的行為体が新しいアイ

デンティティを獲得し、その時々で複数のアイデ

ンティティから戦略的に特定のアイデンティティ

を表出させて規範形成に参加する 20。

　ここで、「既存スケールの衰退」や「新スケー

ルの登場」の観点からも、サブリージョンとマク

ロリージョンの用語整理をしておこう。その議

論に入る前に、一点、サブリージョンについて

切り分けておかねばならないことがある。EU 地

域政策では、一般的にリージョン（region）を使

用した場合、州レベルの地方政府を指し、その

文脈でサブリージョン（sub-region）を使用する

と、州（region）の下位自治体である町村（local 

authority）を指すことになる 21。今回のサブリー

ジョンとマクロリージョンの概念比較とは意味が

異なるので、ここでは、そのことをあらかじめ、

議論から除外しておきたい。

　これまで、本学会では、東アジアにおける環日

本海地域のように、サブリージョンはメガリー

ジョンの下位に位置する地域単位として、ある

程度の共通認識を得て使用されてきた。Glenn 

Hook や Ngai-ling Sum ら東アジアを専門領域と

する地域主義研究者も地域概念の大きさを整理す

る際にこの用語分類を利用している 22。メガリー

ジョンを中心に据え、百瀬宏が日本語として使う

「下位地域」のように、相対的概念として使う方

法は、アジア研究に限ったことではなく、EU マ

クロリージョン戦略に関するシンポジウムでさえ

も用いられている。Dangerfield は、マクロリー

ジョン戦略の専門家たちの前で、サブリージョン

の用語を使って、これまでの研究蓄積をまとめた

報告を行っている 23。

　これに対して、マクロリージョンは、これまで

協力関係が蓄積されてきたバルト海サブリージョ

ン・北海サブリージョンのような領域に対して「機

能包括的」にガバナンスが展開される際に、この

領域に EU が付けた呼称で、EU が新たな政策を

実施する際に EU 新造語を生み出す手法の 1 つと

も考えられる。マクロリージョン戦略に関する公

式文書で、マクロリージョンは以下のように定義

されている。

1 つあるいはそれ以上の共通の特徴や課

題を有する、いくつもの異なった国家や

地方政府領域から成る領域 24（an area 

including territory from a number of 

different countries or regions associated 

with one or more common features or 
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challenges）

筆者訳

　これまでも、この定義のような領域設定で、機

能的な政策容器はあったが、再スケール化によっ

て生み出された「新しい公式的機能包括的 EU 政

策容器」（下線筆者）に、“マクロリージョン”の

名称が与えられたと考えてもよいだろう。

　後で、何がマクロリージョン戦略で新しく変

わったのかで詳しく議論するが、MLG のような

重層構造的空間では特に、Agnew の「スケール

は他スケールとの関係性によってこそ意味を持

つ 25」の指摘のように、「サブ」のような相対的

表現は有効であった。しかし、ヘテラルキー的空

間では「特定のスケール」との関係性における相

対的表現そのものが意味を失う。メガリージョン

との関係からの名称「サブリージョン」ではなく、

複数のスケールとの関係性、さらには、面積規模

から、操作的に「マクロリージョン」の呼称が選

択されたとも考えられる。Salines は、マクロリー

ジョンは「欧州統合プロセスで生まれた新しい

ガバナンスのレベル」であると指摘する 26。本論

文では、INTERREG プログラム（現 European 

Territorial Cooperation： 以 下、ETC） と 地 域

諮問評議会（Regional Advisory Council：以下、

RAC）で扱われてきた機能別サブリージョンか

ら、Salines の言う“新しい”機能包括的マクロリー

ジョンへの変化を明らかにしていこう。

３．マクロリージョン戦略

【バルト海戦略・ドナウ戦略・北海戦略】

　現在、EU 地域政策分野では、既に策定された

バルト海戦略・ドナウ戦略と、現在策定中の北海

戦略がある。2009 年に、世界で初めてこのスケー

ルレベルで採択されたバルト海戦略は、正式には

『EU バルト海戦略（European Union Strategy 

for the Baltic Sea Region）』と呼ばれ、バルト海

に面する 9 カ国のうちロシアを除く EU 構成 8 カ

国の地域を網羅する機能包括的地域戦略である 27。

この戦略は、このマクロリージョンが解決しなけ

ればならない 4 つの挑戦を掲げている 28。1 つは、

持続的に発展する環境を可能ならしめることであ

り、2 つ目には、このリージョンの繁栄を増進さ

せること、3 つ目には、アクセスと魅力を向上さ

せること、4 つ目には、安全と治安を確かなもの

にすることである 29。

図 1　EUSBSR網羅地図

　

http://ec.europa.eu/regional_policy/cooperation/baltic/
visby_11062009_en.htm　2010 年 12月 23日アクセス。

　この戦略は、EU・EU 構成国・地方政府・汎

バルト海機構・金融機関・非政府組織などバルト

海に関係するステークホルダーの活動をコーディ

ネートするために誕生した。これまでも、バル

ト海沿岸地域では、スペイシャルプランニング

における VASAB201030、海洋環境分野における

HELCOM31 のように国家間合意による環バルト

海協力、さらには、地方政府ネットワークなどの

コーディネートシステムが重層・多層に存在した。

これまでサブリージョンで展開されてきたさまざ

まな機能別プロジェクトに、EU が本格的に関与

しながら、スケール横断的にワンストップ（one 

stop）で“機能包括的”に組み替えるのが、マク
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ロリージョン戦略の目的である。

　この EUSBSR に続いて策定されたのが、ドナ

ウ戦略である。この戦略の特徴は、INTERREG

Ⅲ B で政策容器として使用された CADSES サブ

リージョンの失敗を教訓に、政策容器に「自然地

理的意味」を付与した点であり、アイデンティティ

構築を容易にした点が再スケール化の観点から着

目される。

図 2　ドナウ戦略網羅地図

http://ec.europa.eu/regional_policy/cooperation/danube/
index_en.htm　2010 年 12月 23日アクセス。

　ドナウマクロリージョンは INTERREG による

「欧州化」の失敗を受けて新たに策定された政策

容器 32 であり、国家主導型のバルト海マクロリー

ジョンや地方政府主導型の北海マクロリージョン

とも異なる超国家組織主導型である。サブリー

ジョンが EU 化されるプロセスで登場したマクロ

リージョンの戦略である。

　北海では、現在、EU3 つ目のマクロリージョ

ン戦略として、北海マクロリージョン戦略が策定

中である。このマクロリージョン戦略は、州レベ

ル地方政府のネットワークである北海地域委員

会（North Sea Commission：以下、NSC）が欧

州沿岸辺境地域会議（Conference of Peripheral 

Maritime Regions of Europe：以下、CPMR）や

EU 地域評議会（Committee of the Regions：以下、

CoR）などの EU レベルスケールに展開するネッ

トワーク・行為体と連携しながら、地方政府主導
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でマクロリージョンのガバナンス構築を図ろうと

している点が特徴である。NSC 内に案文起草グ

ループを設置し案文の策定に着手しているのをは

じめ、ステークホルダー参加会議などの開催など

の予算獲得のため、欧州スペイシャルプランニン

グの ESPON プログラムへも申請を行うなど、積

極的な活動を展開している。

【マクロリージョン戦略と場所の政治】

　マクロリージョン戦略とは何か、EU は公式文

書の中で EUSBSR を以下のように規定している。

バルト海地域が持続可能で最適の経済

的・社会的発展を遂げるため、EU と構成

国がニーズを特定し、使用可能な資源を

配分する統合的枠組み 33（An integrated 

framework that allows the European 

Union and Member States to identify 

needs and allocate available resources 

thus enabling the Baltic Sea Region to 

enjoy a sustainable environment and 

optimal economic and social development.）

筆者訳

　EU が推し進める「マクロリージョン戦略」の

方法論は、各スケールに埋め込まれた行為体がそ

のスケールから飛び出し政策協議を行いながら、

マクロリージョンと呼ばれる挟空間に発生した

「アナーキーの混沌」を収める様式である。この“地

域”独自の戦略は、それぞれが地域「個別」の問

題と EU「一般」化の両極をガバナンスシステム

の中に組み込まねばならない自家撞着を孕んでい

る。一方で、バルト海沿岸地域・ドナウ川流域・

北海沿岸地域など、それぞれの“場所”そのもの

がそこで実施される政治の形態にも影響を及ぼす

「場所の政治」があり、また、他方では、「EU 化」

によってこのようなマクロリージョンそれぞれの

個別的な条件を消し去る“ガバナンス様式の一般
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化”が進められている 34。「場所の政治」による

個別利益を求めすぎると、「EU 全体」の利益と

のバランスを崩しかねない。しかし、逆に「EU化」

を進めすぎると「場所の政治」の意味が薄れ、マ

クロリージョンを設定した意味や戦略そのものの

有効性にも影響を与えてしまう。これは、この新

しいスケールを巡る他既存スケールからのガバナ

ンス構築への攻防とも考えられる。

 

４．先行事例としてのバルト海戦略と策定過程

【EUSBSRを巡るさまざまな決定因子】

表 1　EUSBSRを巡るさまざまな決定因子 35 

各スケール スケールからの決定因子（Deter-
minants）

グローバルスケール
Global scale

地球温暖化（Issue）などの環境
問題への対応

超国家スケール
Supra-national scale

2004 年 EU拡大後のグランドデ
ザイン
リスボン条約による領域的結束
の具体化
クロススケールの混沌の整理の
必要
EU 北方政策（Northern Dimen-
sion）の後継政策の必要性

国家スケール
National scale

国家による空間処理の限界（Gov-
ernance、ウェストファリア）、ス
ウェーデンの国家的意図（バルト
海国家評議会から EUの制度へ。
連立内閣と世論動向）

地方政府スケール
Regional scale

バルト海地域委員会のような地
方政府ネットワークの意図

筆者作成

　では、ここで、EUSBSR を巡るさまざまな決

定因子について整理を試みよう。加茂が指摘する

ように、新しいガバナンスは、その領域の行為体

による「ガバナビリティーの限界」と、「政府の

イノベーション」が重なり合って登場しえる 36。

マクロリージョンでの新たな政策決定の様式・政

策施行の様式も、国家・超国家・地方政府それぞ

れの MLG 的ガバナビリティーの限界と、政策容

器マクロリージョンの革新によってもたらされた

と考えられる。

　まず、大きな背景として、グローバルスケール

での地球温暖化（issue）などの環境問題に対す

る市民意識の高まりがある。このグローバルス

ケールの決定因子は、スウェーデンの連立与党結

束の材料として、国家スケールに取り込まれる。

超国家スケールでは、EU が 2004 年東方拡大に

よって、その後のこの領域の将来の方針を描く

必要に迫られた 37。東方拡大は、バルト海を EU

内海化し、ロシアの飛び地である Kaliningrad を

その内側に取り込み、ロシアとの EU 境界を長

く南北に伸ばすことになる 38。それは、外交面で

は EU 北方政策（Northern Dimension）の後継

政策的な側面も持つ。さらに、リスボン条約でこ

れまでの経済的結束（economic cohesion）と社

会的結束（social cohesion）に加えて領域的結束

（territorial cohesion）がうたわれ、マクロリージョ

ンレベルの自覚が芽生え始めた。領域的結束の具

体化としての「マクロリージョン戦略」がクロス

スケールの混沌を整理する政策ツールとして登場

することになる。国家スケールでは、政策容器と

しての国家領域の有効性の低下と、EU 理事会議

長国としてこの領域をリードしたいスウェーデ

ンの国家的意図が EUSBSR に影響する。さらに、

開放的調整手法（Open Method of Coordination：

OMC）によるステークホルダー参加会議などで、

バルト海地域委員会のような地方政府ネットワー

クが、CoR や CPMR の機構を使ってネットワー

クの意図を EUSBSR に載せこんでいくことにな

る。ステークホルダー参加会議は、2008 年 9 月

Stockholm と 2009 年 2 月 Rostock の 2 回行われ、

さまざまな行為体の意見聴取には、110 の政府や

機関から反応があり、そのうち 47 の提言・コメ

ントが一般にも公開された 39。

　このように、EUSBSR は、「統合実験のショウ

ケ ー ス（a showcase laboratory for integration 

process in Europe）40」として、さまざまなスケー

ルレベルの意図が、この挟空間のガバナンス形成

に織り込まれた結果誕生した戦略である。では、
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続いて、策定過程で特に影響を及ぼした「7 人の

欧州議会議員」と「EU 理事会議長国スウェーデ

ン」について検討してみよう。

【7人の欧州議会議員】

　EUSBSR は、Christopher Beazley ら、7 人

の欧州議会議員（Members of European Parlia-

ment：以下、MEP）による非公式文書がたたき

台となっている 41。

Christopher Beazley（英国）

Michael Gahler（デンマーク）

Satu Hassi（フィンランド）

Toomas Hendrik Ilves

　　　　　（エストニア、Chairman）

Girts Valdis Kristovskis（ラトビア）

Henrik Lax（フィンランド）

Alexexander Stubb（フィンランド）

　欧州議会においてバルト海地域の権益を高

めるため「バルティック・ヨーロッパ（Baltic 

Europe）」という名称の非公式グループを 8 カ

国の MEP で結成し、草案『バルト海のため

の EU 戦略（An EU Strategy for the Baltic Sea 

Region）』を 2005 年 11 月に作成した。彼らは、

欧州委員会委員長、欧州議会議長、その当時の議

長国であったフィンランドとドイツに対して、こ

の戦略構想に興味を持つように働きかけた 42  43。

　この草案も 4 つの課題を設定していた。それら

は、EUSBSR の最終決定稿と、1．環境、2．経

済、4．安全保障の部分は同じであるが、3．には

文化・教育を挙げていた。全体として、ロシアと

の EU 境界の問題を前面に打ち出した案文が特徴

である。例えば、1．環境ではバルト海の富栄養

化について EU がロシア・ベラルーシ・ウクライ

ナと協調し、タンカーオイル流出事故・原子力発

電所問題を解決していかねばならないことが強調

されている。

図 3　1989-1999 年のバルト海におけるタンカー
オイル流出事故発生個所

 

http://wwf.panda.org/what_we_do/where_we_work/baltic/
threats/shipping/　2010 年 12月 29日アクセス。

2．の経済では、Kaliningrad をロシアとの経済協

力のパイロットプロジェクトとして活用し、ロシ

アとの共同経済空間を創出する可能性への言及が

ある。また、EU のロシアへのエネルギー依存が

大きすぎることに警告を発し、供給ルートの多元

化を示唆している。4．の安全保障では、ロシア

に対して EU は統一した立場で対応しなければな

らないと主張する。ここで特徴的なのは、それぞ

れ、2004 年拡大までは、新規加盟国や構成国が

個々の国家として抱えていた問題を、EU レベル

に「スケールのジャンプ」を行うことで、直接ロ

シアに隣接しない EU 構成国国家群の支持をも取

り付け、ロシアに対処するという安全保障の政治

的方法論である。

　では、具体的に、MEP 草案版で提起された原

子力発電所問題が、その後、EUSBSR まで、ど

のように扱われていったのか、超国家領域とマク

ロリージョンのスケールの観点から検証してみよ

う。MEP らの提言段階では、1．の環境分野に「原

子力の安全（Nuclear Safety）」として節を割いて、

ロシアの Sosnovyi Bor の原子力発電所閉鎖を EU

全体で働きかけていく必要を説いている 44。

St. Petersburg か ら ほ ど 近 く、Helsinki

と Tallinn か ら 200km と 離 れ て い な い
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Sosnovyi Bor に は、 出 力 1000MW で

Chernobyl と同型の原子炉が 4 基ある。そ

のうちの一番古い原子炉は 2003 年に使用

期間 30 年を迎えた。その原子炉はさらに

数年の稼働許可が出されている。他の原子

炉の稼働許可も 10 年以内に有効期限切れ

になる。中間廃棄物処理施設の保管能力も

数年以内に限界容量を超える。原子力発電

所は海岸線から数十マイルしか離れていな

い。リトアニアの Ignalina 原子力発電所

にある同型の原子炉は、EU 加盟の条件と

して廃炉される予定である 45。このタイプ

の原子炉の安全上の問題点は、原子炉内部

の炭素である 46。Chernobyl では冷却水が

原子炉から失われ、空気が入り込み、高熱

になった炭素に引火した。その後、火災の

煙によって放射性物質が欧州の国々に飛散

した。

筆者訳

　上記のように、MEP らの原案では、フィンラ

ンドの首都 Helsinki とエストニアの首都 Tallinn

から 200km ほどしか離れていない Sosnovyi Bor

原子力発電所の危険性を指摘し、“廃炉”を働き

かけると明記している 47。欧州では、他国の原子

力政策に影響を与え、原子力発電所が操業停止・

閉鎖された事例は、スウェーデンの Barsebäck48

にも見ることができるように、「越境する問題の

共有」としてとらえる傾向が見られる 49。再スケー

ル化の観点から考えると、これは、フィンランド・

エストニアと隣国ロシアの原発問題を、一見、アッ

プスケールの戦略を用いて、EU レベルに持ち上

げたように見える。しかし、実は、巧妙に、EU

の合意を得ながら“マクロリージョンの独自問題”

とすることで、バルト海地域には入らない原発推

進のフランスを除外することを可能とする、複雑

な再スケール化の政治的方法論であるとも考えら

れる。

　しかし、この後、この草案を受けて 2006 年

に欧州議会で出された決議「北方政策のための

バ ル ト 海 戦 略（A Baltic Sea Strategy for the 

Northern Dimension）」では、北方政策（Northern 

Dimension）がタイトルに付加され、原子炉廃炉

問題はトーンダウンし、バルト海が再生可能エネ

ルギーを生み出す基地としての可能性と EU 加盟

国内での新しいエネルギーネットワーク構築が記

されたのみであった。第 12 項で初めてロシアに

言及するものの、Espoo 条約の枠組みに従うよう

にとの提言にとどまっている 50。ここでは、「EU

域外」とりわけロシアとの関係を重視し、欧州理

事会は EUSBSR を「域内的」枠組みととらえて

いる。それらは、戦略の制度的あり方にも反映さ

れ、当初、欧州議会は、毎夏の欧州理事会前の「バ

ルト海サミット」の開催を提言し、このマクロリー

ジョンシステムの EU 域外への延伸も念頭に置い

ていた。しかし、欧州理事会と同様、欧州委員会も、

これまでの予算の枠内で機構的にも最小限の付加

しか考えておらず、この 3 つの EU 機関間でさえ

も EUSBSR への取り扱いにズレが生じていた。

【欧州理事会議長国】

　次に、この戦略の策定に影響を与えた国家ス

ケールの観点からプロセスを検証してみよう。こ

れには、当時、半年ごとにローテーションで任期

を務める EU 議長国スウェーデンの意向が大きく

働いている 51   52。スウェーデンは EU 議長国就任

に際し、EUSBSR をその最重要政策として位置

づけ、総額 500 億ユーロ（6.8 兆円）規模の資金

投入を実施することを明言した 53。スウェーデン

が議長国のとき、イニシアティブを発揮して策定

にこぎつけたのは、この地域でのイニシアティ

ブを握りたいスウェーデンの国家としての意図

があった 54。この意味でも、クロススケールガバ

ナンス国家主導型モデルであることが確認でき

る。これにはバルト海諸国連合（Council of the 

Baltic Sea States：以下、CBSS）の改革の意図も



40 北東アジア地域研究　第17号　2011年10月

含められている 55。

　では、以下、Ryba の分析に従って議論を進め

てみよう。Ryba は、Frederik Reinfeldt 首相の「バ

ルト海の環境保護と競争力強化が連立内閣の優先

課題である」との 2006 年 10 月 6 日の国会演説を

引用し、その上で、スウェーデンの、ナショナル・

リージョナル（バルト海）・ヨーロピアン・グロー

バルの 4 つのスケールを念頭に置いた態度に着目

している 56   57。すなわち、EUSBSR 策定を通じて、

CBSS の政治的枠組みによるバルト海沿岸地域の

政策決定メカニズムを EU の政策決定メカニズム

に移行させるという意図の指摘である 58。国家内

部では「世論の動向を読み、国民からの支持」を

強固にするために、グローバルスケールで注目の

集まる「気候変動への世論の関心」をくみ上げ

て、EUSBSR に組み込むことに成功した 59。こ

の時点では細かい点はさておき、何よりも議長国

として EUSBSR を成立させることに主眼が置か

れていた 60。「EUSBSR のみが与野党合意ができ

た 61」など、EUSBSR を国内政治の潤滑剤として

利用した側面もある。スウェーデンの立場として

は、資金は既存のものを利用する立場を貫き、「EU

予算削減問題」と EUSBSR の資金問題がリンク

して議論されるのを回避し、それに成功した 62。

これは、Swyngedouw の「国家再スケール化が、

即座に、国家機能の減少を意味するものではない」

という示唆に通じる 63。

 

５．マクロリージョン戦略以前のサブリー
ジョンとバルト海戦略以後の相違

　この節では、マクロリージョン戦略登場以前か

ら、一部の機能について政策容器として利用さ

れてきた INTERREG プログラム（現 ETC）と

RAC など過去の EU サブリージョンのあり方と

現行マクロリージョンを比較しながら、その政策

容器の何が変わったのかを明らかにしたい。

　まず、呼称として、広義のサブリージョン領域

に、「マクロリージョン」の名称を付けることで、

この政策容器が EU 領域内地域化に使用される

ことが認知された。それまでは、EU 地域政策の

「INTERREG Ⅲ B 北海地域プログラム」や EU

共通漁業政策の「バルト海地域諮問評議会」のよ

うなサブリージョンの個別名称をプログラム名に

付加するだけで、この領域規模に“マクロリージョ

ン”のような「一般名称」が付けられることはな

かった。地域政策分野など地域間格差が問題とな

る政策分野では、EU 統合の深化が「共通政策」

に向かう潮流から変化しはじめ、いくつかのサブ

リージョンで問題への対応が試み始められた。し

かし、2004 年東欧拡大後、顕著になった「格差

の問題」は、いくつかのサブリージョンの問題と

して片付けられるものではなく、EU 全域の問題

として解決するべき課題として認知され、「一般

名称」としての“マクロリージョン”が使用され

るに至った。

Jacek Ryba, EU Strategy for the Baltic Sea Region, or How to Assure a Success of the 
Presidency, UKIE Analytical Paper Series: Polish Presidency in the EU, No. 22, Office of the 
Committee for European Integration Department of Analyses and Strategies, 2009, p. 81.

図 4　EU議長国ローテーションの図
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　行為体ネットワークについて、INTERREG で

は、北欧評議会のような国家ネットワークと、

バルト海地域委員会のような州政府レベルネッ

トワーク、バルト海都市連合のような都市政府

ネットワークが混在しながらプログラム運営に

あたっていた。機能としては、漁業・環境・観

光など他の機能分野からのプロジェクト参加も

可能であったが、基本的には、それらのプログ

ラムがスペイシャルプランニングに関係してい

ることが求められている。共通漁業政策の RAC

の場合も INTERREG に似て、環境や経済分野の

課題もサブリージョンとしての課題として挙げ

られたが、それらは漁業や海洋政策分野に関連

するものであった。これに対して、EUSBSR は、

INTERREG や RAC などの扱う機能もすべて包

括的に協議する「場」として設定されている。

　EU の関与については、INTERREG や RAC の

サブリージョンでは、欧州委員会が資金提供・法

的枠組みを実施するものの、地方政府ネットワー

ク組織や漁業生産者組合などサブリージョンの他

行為体がイニシアティブを発揮するシステム作り

がなされている。EUSBSR の場合、「域内地域化」

という EU 統合深化のシステムとして、EU 理事

会・欧州委員会が積極的に参画し、特に、欧州委

員会の関与が強調されている。

　INTERREG のサブリージョンの場合、欧州

委員会地域政策総局が原案を作成する。そのた

め、CADSES 地域のように地理的共通性を重視

せず、その結果として人工的に作り上げたサブ

リージョンも生まれ、プログラム運営がうまく

表 2　クラシカルEUサブリージョンとマクロリージョン比較

クラシカルEUサブリージョン マクロリージョン

EU関与 INTERREG Ⅱ C →Ⅲ B →
ETC

共通漁業政策・地域諮問評
議会（RAC）

EUSBSR

呼称 プログラム名称 地域別RAC名称 マクロリージョンの呼称採
用

行為体ネットワーク 混在
機能別（スペイシャルプラ
ンニングに特化）

混在
機能別（漁業・海洋政策に
特化）

混在
機能包括的

EUの関与 欧州委員会の資金提供・法
的枠組み

欧州委員会の資金提供・法
的枠組み

領域を域内地域化
EU理事会の関与

範囲設定する行為体 欧州委員会地域政策総局 欧州委員会漁業総局→海洋
政策総局
ICESの海洋区分に準拠

EU理事会

ガバナンスの規範決定メカ
ニズム

国家＋州レベル地方政府
の政府間合意
 

サブリージョンからは欧州
委員会への「諮問」のみ
TAC・漁獲割り当てなどは
EU閣僚理事会

EU理事会での合意
OMCの手法
スリム化と効率化

領域的行為体の関係性 MLGからCSGへの途上 MLG CSGの EUによる公式化

投入される資金量 地域政策の基金など機能別 共通漁業政策資金 変化なし（ただし、コピー・
乱立の整理）

機構 INTERREGサブリージョン
ごとの管理委員会・事務局
EGTCの可能性

サブリージョンごとの漁業
に関する地域諮問評議会
（RAC）

新たには設立しない
EGTCの活用可能性

プログラム・プロジェクト 重複
申請者が判断

重複せず
Inter-RACによる調整

One stop
さまざまなプログラムの混
在からの重複を排除するコ
ーディネート

筆者作成
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機能しなかった例がある。RAC の場合は、国際

海洋探査委員会（International Council for the 

Exploration of the Sea：ICES）の海洋区分に準

拠して 5 つの海洋サブリージョン RAC が諮問機

関として活動している。マクロリージョンについ

ては、まだ、すべての EU 領域に出そろったわけ

ではないので、相互排他的になるのか、非相互排

他的になるのかは現時点では不明であるが、地理

的な共通性を考えると、INTERREG のように領

域の重複部分が出てくる可能性は高い。マクロ

リージョン戦略そのものが、現在、試行錯誤の中

で、運用されていることから、「マクロリージョン」

領域も、確定されたものではなく、今後の戦略の

方向性によって政治的・経済的・社会的に「構成」

されていくことは留意しておかねばならない 64。

　ガバナンスの規範決定メカニズムについては、

INTERREG ではスケールを越えたクロススケー

ルのメカニズムが整備され、RAC では行為体の

種を越えたガバナンスのメカニズムが整えられて

いる。ただ、RAC の場合、サブリージョンから

は欧州委員会への「諮問」のみで、TAC・漁獲

割り当てなどは EU 閣僚理事会での合意を待たな

ければならない。マクロリージョン戦略では、こ

れらの越境・越層・越種のメカニズムが構築され

つつある。例えば、OMC の手法を用いて、ステー

クホルダーの規範形成への参加を促す。しかし、

最終的にはやはり ｢機構化した民主主義の必要｣

に迫られる可能性もある 65。

　領域的行為体の関係性については、INTER-

REG では、プログラム導入初期の MLG から行

為体やネットワークのスケールを越えた信頼醸成

が進み、現在ではクロススケールガバナンスに移

行しつつある。RAC においてもスケールを越え

た議論の場は確保されているが、漁業の機能と

環境の機能のように機能間で相対する場面があ

り、いまだに、それはサブリージョンにおける

行為体間の課題となっている。これに比較して、

EUSBSRは機能横断的かつ水平的特徴（horizontal 

nature）を有する 66。これこそが、Marston の指

摘する各スケールの領域的行為体が政治的調整

行為を行うクロススケールガバナンスが実施さ

れる場であり、再スケール化のプロセスの中で、

新しい「政策容器」が機能横断的に EU において

認知されたと言える。しかし、ここにも RAC の

ような機能間対立の調整が求められることは言

うまでもない。

　投入される資金については、INTERREG で

は地域政策の基金など、また、RAC では共通漁

業政策資金などがある。機構としては、INTER-

REG にはサブリージョンごとの管理委員会・事

務局が設置され、RAC にも事務局がある。RAC

の場合は、その地域の事情を優先し、北海のよう

にスコットランド法に基づく会社組織で運営を

行っているものもある。EUSBSR では、既存の

行為体群・ネットワーク群の地域協力活動の調整

はするが、新しい「機構（institution）」は作らな

いことを明言している 67。すなわち、これまでの

既存の機構・資金的枠組みの調整を図り、効率を

上げながら活用する。ただし、「欧州における領

域的協力団体（European Grouping of Territorial 

Cooperation：EGTC）」の活用可能性は考えられ

ている。

　プログラム・プロジェクトについては、IN-

TERREG のミクロリージョンプログラムとサブ

リージョンプログラムで、同じようなプロジェク

トが実施されていることが指摘されている。この

ような重複を、EUSBSR ではワンストップ（one 

stop）的なコーディネートを専門家集団が実施す

ることで回避しようと試みている 68。

 

６．結論：バルト海戦略の問題点と課題

　本論文の目的は、マクロリージョン戦略を政治

地理学の概念「再スケール化」の観点から検証し、

この新しいスケールレベルとしての「マクロリー

ジョン」設定を巡って繰り広げられる「行為体間
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の権力関係の変化」を明らかにすることにあった。

2004 年の旧共産圏東欧諸国の EU 加盟により、

バルト海沿岸領域に「領域政治の変化 69」が起こっ

た。このことは、超国家・国家・地方のスケール

の関係性に変化をもたらした。同時に、バルト海

というマクロリージョンレベルのスケールを巡る

領域政治、この場合は、「マクロリージョンのガ

バナンス」にも変化をもたらした。再スケール化

によって生み出されたマクロリージョンは、これ

までの機能別サブリージョンとは異なる「新しい

公式的機能包括的 EU 政策容器」（下線筆者）と

なった。これは、EU 統合の深化によって EU 自

体の機能プールシステムが深まったことにとも

なって、サブリージョンも機能包括的な役割を担

う必要が生じてきたことの証しである。これまで

サブリージョンとして進展してきた挟空間の機能

的協力の進展が、Joenniemi が指摘するように、

域内地域化として EU 統合のダイナミックスの一

翼を担い 70、マクロリージョンという新しい名称

のもと、新しいスケールとして組み替えられたと

も考えられる。

　政策容器マクロリージョンのイノベーション

は、この機能包括にとどまらず、国家・超国家・

地方政府それぞれの MLG 的ガバナビリティーの

限界から、各スケールに埋め込まれた行為体がそ

のスケールから飛び出し政策協議を行う、「アナー

キーの混沌」を収める政治的「場」を提供もして

いる。実験的ではあるが、MEP らが試みたよう

に、2004 年拡大までは、新規加盟国や構成国が

個々の国家として抱えていた問題を、EU レベル

に「スケールのジャンプ」を行うことで、直接ロ

シアに隣接しない EU 構成国国家群の支持をも取

り付け、ロシアに対処しようとした安全保障の政

治的方法論などがその一例である。EU が理事会

で決定した EUSBSR は、これまで CBSS のよう

な国家間合意によるバルト海地域での領域政治の

政治決定様式を EU のメカニズムにアップスケー

ルすることで、ロシアとの関係をバルト海内政か

ら切り離し、EU 外交に移し替える政治的作業で

もあった。これは一方では“バルト海領域政治の

EU 内政化”であり、他方、バルト海領域のみか

ら見れば北方政策のバルト海領域政治から EU 政

治への外部化でもある。このように、バルト海で

は、ガバナンス形成に参画する行為体よって、「領

域政治のアジェンダ」を新たなスケールに付け替

え、自らの規範を注ぎ込む戦略的行為がとられて

いたことが明らかになった。また、一方で、ス

ウェーデンのように、グローバルな問題をナショ

ナルな政党政治に持ち込み、欧州レベルのイニシ

アティブを「バルト海」というマクロリージョン

言説を用いてリードする、スケールの政治的手法

も、この政治的「場」では用いられていることも

判明した。

　上記のような新しい政策的意味合いを持った

EUSBSR ではあるが、Bengtsson が指摘するよう

に、効率の問題・ガバナンスの問題・共同体とし

ての問題・対外的問題なども依然として抱えてい

る 71。今回の検証で議論したように、マクロリー

ジョンには、民主主義的手続きにのっとってリー

ジョンそのものを代表する領域的行為体が存在し

ない 72。さまざまなスケールにはめこまれた領域

的行為体がアナーキーな状態で政治的権力を行使

しようとするこの領域では、新たなガバナンス様

式が必要となる。それは、マクロリージョン境界

を越えた「マクロリージョン間の衝突」、スケー

ルを越えた「行為体間の衝突」、そして、包括機

能的であるが故の「機能間の衝突」を調整するメ

カニズムの必要性でもある。今後、このマクロ

リージョンの存在と戦略が領域的結束をどう進展

させ、どう障害となるのか、上記の 3 点に着目し

ながら引き続き検証していく必要がある 73。
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１　スケール変化と権力の分析の必要性への示唆は多賀
秀敏早稲田大学社会科学総合学術院教授による。記し
て感謝申し上げたい。

２　山﨑孝史「グローバルあるいはローカルなスケール
と政治」水内俊雄編『空間の政治地理（シリーズ・人
文地理学）』朝倉書店、2005 年、24-44 頁。山﨑孝史大
阪市立大学大学院文学研究科教授には、人文地理学会
第 101 回地理思想研究部会（2010 年 7 月 31 日、大阪市）
での拙報告への討論をはじめ有益な示唆を頂戴してい
る。記して感謝申し上げたい。また、この討議の機会
を提供くださった人文地理学会地理思想研究部会と世
話役の香川雄一滋賀県立大学環境科学部准教授にお礼
を申し上げたい。

３　re-scaling の訳語については、拙稿で既に、「再スケー
ル化」と訳しているので、ここでは「リスケーリング」
ではなく、統一して「再スケール化」としたい。柑本
英雄「リージョンへの政治地理学的再接近：スケール
概念による空間の混沌整理の試み」『北東アジア地域研
究』第 14 号、2008、7 頁。

４　Enrico Gualini, The Rescaling of Governance in Eu-
rope: New Spatial and Institutional Rationales, Euro-
pean Planning Studies , 14(7), 2006, p. 886.

５　柑本英雄「欧州地域空間再編成とサブリージョン：
越層する非国家領域的行為体とクロススケールガバナ
ンスの視座からの分析」早稲田大学大学院社会科学研
究科、博士学位取得論文、2010 年 12 月 9 日。

６　静態的マルチレベルガバナンスと動態的クロスス
ケールガバナンスの違いについては前掲拙稿（注 5）を
参照されたい。

７　筆者は、このような「領域的行為体の混沌」の理由
を読み解くために、本論文に先立って、以下のような
議論を展開してきた。2008 年の本学会誌「リージョン
への政治地理学的再接近：スケール概念による空間の
混沌整理の試み」（前掲拙稿注 3、1 ‐ 20 頁）で政治地
理学からスケール概念を援用して行為体間の権力関係
の変化を考察することの意義を考察した。続いて、「欧
州地域空間再編成とサブリージョン：越層する非国家
領域的行為体とクロススケールガバナンスの視座から
の分析」（前掲拙稿注 5）では、水平的な新しい政治決
定メカニズムを分析する用具として、「クロススケール
ガバナンスモデル」を提示し、この新しいスケール領
域での政治分析を試みた。この段階では、まだ、本論
文で取り上げたマクロリージョン戦略までは分析の対
象としておらず、INTERREG などの越境広域政策を分
析対象とし、「クロススケールガバナンスモデル」の第
1 モデルである「国家主導型モデル」と第 2 モデルであ
る「地方政府主導型モデル」を使いながら、政策決定
のプロセスを説明した。次に、日本都市計画学会誌「新
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Re-scaling and the Macro-regions: A Study of the Formation Process of 

the EU Strategy for the Baltic Sea Region

KOJIMOTO Hideo （Hirosaki University）

This paper discusses the changing nature 

of international cooperation in the macro-regions 

through an analysis of the “EU Baltic Sea Strat-

egy” from the perspective of the analytical 

framework of political geography re-scaling.  

The macro-region strategy is the new political 

instrument for EU territorial cohesion and it is 

leading the sub-regional areas like the Baltic Sea 

Region into playing fields of “anarchy” where 

territorial actors have traditionally been embed-

ded into each scale.




